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【主要国の温室効果ガス排出削減目標】

2022年2月03日 脱炭素の切り札か、安全で低コストな『小型原子炉』
2022年1月27日 次世代エネルギーの本命、再エネ由来の『グリーン水素』

（出所）各種資料等を基に三井住友
DSアセットマネジメント作成

2022年3月8日

危機の時にこそ考えたい地球環境や『カーボンニュートラル』
ロシアによるウクライナ侵攻によって、安全な生活や平和等への関心が高まっています。一方で、エネルギー価格
の高騰や供給制約への懸念は、限りある資源の有効活用や再生可能エネルギーの普及加速のきっかけになる
可能性を秘めています。時々刻々と進む地球温暖化により、既に私達の暮らしは脅かされています。これから先
の未来、私達人類そして青く美しい地球を守るために、改めて『カーボンニュートラル』の重要性を考えてみます。

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の報告書では、『カーボンニュートラル』が達成されなければ、最悪
の場合、今世紀末には産業革命前より5度以上も世界平均気温が上昇すると試算されています。既に、熱波
や山火事、海面上昇による水害等で我々の暮らしは脅かされています。『カーボンニュートラル』は、私達の暮ら
し、ひいては青く美しい地球を守るために、取り組まなければならない人類の課題と言えます。

『カーボンニュートラル』で注目される様々な技術

政府や企業は目標達成に向けた動きを加速

『カーボンニュートラル』は暮らしを守るための課題

 代表的な『カーボンニュートラル』の技術では、風力発電や太陽光発電等、化石燃料に頼らない再生可能エネ
ルギーによる発電があります。また、発電以外で温室効果ガスの排出が懸念される自動車では、電気自動車
（EV）や水素燃料電池車等の開発が注目されています。この他、CO2を回収・貯留する技術などもあります。

 昨春の気候変動サミットでは、主要国が2030年までの大幅な温室効果ガスの排
出削減目標を表明しました。日米欧は2050年までの『カーボンニュートラル』達成
を掲げており、これに伴って今後は企業での取り組みも一層進むと見られます。

 ロシアからの天然ガス等のエネルギー調達に頼る欧州では、ウクライナ情勢の緊迫
化によりエネルギー価格高騰が懸念されています。これに対し、国際エネルギー機
関（IEA）は、エネルギー調達先の変更や再生可能エネルギーの強化等の10項
目により、欧州はロシアからの天然ガス輸入を3分の1ほど削減できると見ています。

国/地域 2030年度
目標 基準年

日本 ▲46％ 2013年度

米国 ▲50～
▲52％ 2005年

EU ▲55％ 1990年

（中国）
2030年にかけて石炭
消費量を徐々に削減
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